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民主党金融対策チーム
引き続き厳しい経済情勢が続く中、以下の対策を図る。各種対策の国際政策協調との整合性とともに、日本としての主張が問われる局面に入っている。

１．企業の資金繰り対策
（１）零細事業者には対策の効果が及んでいないため、さらなる対応を要する。
（２）零細事業者・中小企業への信用保証対策に民間金融機関窓口を活用する。
（３）中堅企業・大企業に対しては政策金融機関による現行対策を拡充する。
２．雇用対策及び家計の資金繰り対策（ローン返済等）
（１）郵貯資金等を活用した離職者の生活資金貸付け制度を創設する。
（２）離職者等の子弟の奨学金貸付け制度や教育ローンの返済対策を講じる。
（３）民間金融機関及び住宅金融支援機構の住宅ローン対策を拡充する。
３．市場対策（株価、為替、金利）
（１）銀行等保有株式取得機構の買入対象資産拡充等の株価急落対策を講じる。
（２）市場のモラトリアム措置等について国会と関係当局が認識を共有する。
４．経済再生に向けた政策制度

（１）政策投資銀行の完全民営化等の政策金融機関改革の方向性を見直す。
（２）不良債権の監視体制を強化し、処理組織（バッドバンク）を構築する。
（３）中小企業再生支援機構法等によって産業再生、中小企業支援を行う。
（４）時価会計見直し等の国際的動向をフォローし、的確に対応する。
（５）人口減少、温暖化等の動向に配意しつつ、不動産投資対策を講じる。
５．金融サミットに対する考え方

（１）財政規律に対する配慮を行いつつ、経済効果の高い財政出動に注力する。
（２）非伝統的金融政策が所期の効果を十分に発現できるように努める。
（３）政策協調に能動的に参画し、アジア金融サミットを開催すべきである。









